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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（1） 対象地域 

構成市町村名 浜松市 

面積  1,558.06k ㎡  

人口  793,615 人（令和 4 年 10 月 1 日現在） 

（2） 計画期間 

本計画は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日までの 7 年間を計画期間

とする。 

なお、目標の達成状況や社会情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直すものとする。 

（3） 基本的な方向 

本市ではこれまで、市民・事業者・市（行政）の協働により、ごみの減量・リ

サイクルの推進等に取り組んできた。また、生活系ごみの処理については、平成

25 年 4 月には合併時から継続していた 5 つの処理区分の統一や粗大ごみの有料

化等を行い、全市で 1 つの分別区分及び処理方法とし、処理の効率化や受益者負

担の公平性確保を図ってきた。 

令和 4 年 4 月には、「浜松市一般廃棄物処理基本計画」を改定し、「市民・事業

者・市の連携により資源を有効に活用する循環型都市を目指す」を基本理念とし

て、以下の 3 つの基本方針を示し、市民・事業者・市（行政）がそれぞれの役割

分担と責任を認識し、これまで以上に協働してより環境に配慮した持続可能な資

源循環型社会の構築を目指すこととした。 

①基本方針 1：ごみの減量・資源化と適正処理の推進 

②基本方針 2：市民・事業者・市の協働による取組みの推進 

③基本方針 3：ごみ処理と資源化の体制整備の推進 

（4） ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

静岡県では、地域の実情に応じた効率的な処理施設の整備が広域的に進められ

るよう、令和 4 年 3 月に「静岡県一般廃棄物処理広域化マスタープラン」を策定

している。 

その中で本市は西部地域として位置づけられており、令和 13 年度までは社会

的背景のある近隣自治体間での広域処理が想定されないため、現状の処理体制を

継続となっている。 

（5） プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

プラスチック製容器包装は、従来と同様に分別収集後、破砕・保管施設による

分別・圧縮梱包後容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化委託とする。 

プラスチック使用製品廃棄物は当面の間、もえるごみとしての処理を継続する

が、今後コストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別
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収集・再商品化の実施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（1） 一般廃棄物処理の現状 

令和 4 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1 のとおりである。 

なお、各焼却施設における余熱は場内利用、場外利用（温水プール）、発電等

に利用している。 

 

集団回収量 総資源化量

￤ ￤
直接資源化量 処理後再生利用量

6,401t 29,809t
2.8% 処理残さ量 13.2%

41,900t

排出量 計画処理 中間処理量 18.5% 処理後最終処分量
225,942t 218,931t 12,091t

100.0% 96.9% 減量化量 5.4%

177,031t ￤

自家処理量 直接最終処分量 78.4% ￤ 最終処分量

610t ￤ 12,701t
0.3% 5.6%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

《用語の定義》

排出量： 事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）[単位：トン]

集団回収量： 集団回収されたごみの量[単位：トン]

総資源化量： 集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン]

最終処分量： 埋立処分された量[単位：トン]

0

6,009t 42,219t

225,942t

 

図 1 一般廃 棄物の処理 状況フロー（令和 4 年度） 
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（2） 生活排水の処理の現状 

令和 4 年度の生活排水の処理状況及び、し尿・汚泥等の排出量は図 2 のとおり

である。 

623,462人 （78.9%）

700,790人 （88.6%） 1,680人 （0.2%）

総人口

790,580人 浄化槽汚泥発生量

75,648人 （9.6%） 99,919k /年

72,716人 （9.2%）

89,790人 （11.4%） し尿発生量

17,074人 （2.2%） 10,612k /年

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

《用語の定義》

汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口

公共下水道

集落排水施設等汚水衛生処理人口

未処理人口

非水洗化人口

単独処理浄化槽

合併処理浄化槽等

 

図 2 生活排水処理の処理状況フロー（令和 4 年度） 
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（3） 一般廃棄物処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目

指し、表 1 のとおり目標量を定め、それぞれの施策に取り組むものとする。 

表 1 減量化、再生 利用に関する現状と目標  

トン トン (-5.1%)

トン/事業所 トン/事業所 (-5.0%)

トン トン (-5.1%)

kg/人 kg/人 (0.6%)

トン トン (-5.1%)

トン (2.8%) トン (3.0%)

トン (18.2%) トン (19.5%)

MWh MWh

トン (5.6%) トン (5.3%)

※1

※2 （1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝/（事業所数）　

事業所数：R4：34,295事業所、R13：34,295事業所　　共にR3実績を採用　　

※3 （1人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝/（人口）

※4

《用語の定義》

エネルギー回収量： エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：MWh]及び熱利用量［単位：GJ］

排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に
対する割合

109,859
　　エネルギー回収量
　　（年間の発電電力量及び熱利用量）

エネルギー
回収量

12,701 11,379

66,437

現状（割合※1）
（令和4年度）

69,200

2.02

145,206

2.13

　　　　　　　　1人当たりの排出量※3※4

6,520

72,924

最終処分量

　　直接資源化量

　　総資源化量

　　埋立最終処分量

再生利用量

現状（令和4年度）は、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い1人当たりの排出量が著しく減少した結果が得られているため、目標
（令和13年度）の1人当たりの排出量が増加している

指標

193

214,406

43,003

225,942

6,401

42,219

194

153,019

目標（割合※1）
（令和13年度）

排　出　量

　　合　計　 事業系生活系排出量合計

　　事業系　総排出量

1事業所当たりの排出量※2

　　生活系　総排出量

 

 

集団回収量 総資源化量

￤ ￤
直接資源化量 処理後再生利用量

6,520t 30,362t
3.0% 処理残さ量 14.2%

41,194t
排出量 計画処理 中間処理量 19.2% 処理後最終処分量

214,406t 207,339t 10,832t

100.0% 96.7% 減量化量 5.1%

166,145t ￤

自家処理量 直接最終処分量 77.5% ￤ 最終処分量
547t ￤ 11,379t
0.3% 5.3%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

214,406t

0t

6,121t 43,003t

 図 3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 13 年度） 
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（4） 生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表 2 に掲げる目標のとおり、合併浄化槽の整備等を

進めていくものとする。 

公共下水道 623,462 人 (78.9%) 609,200 人 (81.8%)

農業集落排水施設等 1,680 人 (0.2%) 1,540 人 (0.2%)

合併処理浄化槽等 75,648 人 (9.6%) 104,300 人 (14.0%)

未処理人口 89,790 人 (11.4%) 29,739 人 (4.0%)

合　　計 790,580 人 (100.0%) 744,779 人 (100.0%)

くみ取りし尿量 10,612 4,572

し尿・汚泥の量 浄化槽汚泥量 99,919 111,519

合　　計 110,531 116,090

令和4年度実績区　　　　　分 令和13年度目標

処理形態別人口

キロリットル

キロリットル

キロリットル

キロリットル

キロリットル

キロリットル

表 2 生活排水処理に関する現状と目標 

 

609,200人 （81.8%）

715,040人 （96.0%） 1,540人 （0.2%）

総人口

744,779人 浄化槽汚泥発生量

104,300人 （14.0%） 111,519k /年

23,739人 （3.2%）

29,739人 （4.0%） し尿発生量

6,000人 （0.8%） 4,572k /年

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

非水洗化人口

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

未処理人口

 図 4 目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（令和 13 年度） 
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３ 施策の内容 

（1） 発生抑制・再使用の推進 

ア 有料化 

現在、事業系ごみについては、累進従量制により課金し、直接又は間接納入

方式により処理手数料を徴収している。 

また、排出抑制及び資源化の推進のため、生活系ごみについても有料化の実

施方法・実施時期等について検討を行っている。 

イ 環境教育、普及啓発、助成 

本市では、これまで環境教育として、出前講座の実施やイベント等での啓発、

小中学校等における環境学習を行ってきた。今後は、年代や性別などを超え、

幅広く市民にごみ減量・資源化について啓発するため、説明会やチラシ配布等

の現在の手法に加え、SNS 等活用した情報発信等の強化を検討・実施する。 

また、大学生との協働事業等の検討・実施、環境美化推進員への支援の強化、

事業者との協働の推進等を実施することで意識改革や環境教育に努める。 

さらに、生ごみ堆肥化容器の無料配付事業や家庭用生ごみ処理機購入補助金

交付制度を継続して実施する。 

ウ ごみ分別の推進 

本市では、職員の出前講座等による啓発活動や、ごみ分別収集カレンダーを

分かりやすい表示に改善することなどを通して、ごみの分別を推進してきた。

今後は、雑がみの分別啓発と効率的な回収方法の検討を行い、紙類の分別徹底

を推進する。また、行政の資源物回収拠点の整備や拡充を検討するとともに、

民間の資源物回収拠点情報を市民に向け広く発信し、分別・資源化を推進する。 

エ 生活排水対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・市民団体等との情報共有や自治会等への出前講座の開催 

・小学生等を対象とした環境教育の実施 

・水質調査結果等のインターネット等での情報発信 
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（2） 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

生活系ごみの分別区分及び処理方法については、表 3 のとおりである。生活

系ごみは焼却・破砕・埋立等の方法で適正に処分しつつ、エネルギー回収や鉄

等の資源回収を行う。 

本市では、平成 17 年度の合併以降は、市民生活への影響を緩和するために、

従来の処理区分を基本とした 5 ブロックに区分して進めてきた。平成 25 年度

からはこれらを統一して全市で 1 つの分別区分及び処理方法とし、処理の効率

化を図った。 

これまで、びん、かん、ペットボトル、プラスチック製容器包装等の分別収

集や集団回収等により、積極的に資源化を行ってきたが、今後は分別の周知徹

底や分別品目の見直しを検討することで、さらなるごみ減量・リサイクルの推

進を図る。 

もえるごみは、5 工場による処理を行っていたが、平成 22 年度に北部清掃

工場、平成 25 年度に浜北清掃センター、平成 26 年度に天竜ごみ処理工場を休

止し、以降、南部清掃工場及び西部清掃工場の 2 工場で処理することで処理体

制の効率化を図っている。 

なお、南部清掃工場は、老朽化が進んでいたため、平和破砕処理センター（も

えないごみの処理等）と併せて、天竜区青谷に天竜清掃工場を建設し、令和 6

年度以降、処理を実施する。 

さらに、西部清掃工場も老朽化が進んでいるため、令和 11 年度の稼働を目

指し、更新工場整備の計画を進めている。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後  

事業活動に伴って発生した紙くずや生ごみ等の事業系ごみは、排出事業者自

身か、一般廃棄物収集運搬業者により、本市の廃棄物処理施設へ搬入すること

になっている。廃棄物処理施設では、生活系ごみと同様に焼却・破砕・埋立等

の方法で適正に処分しつつ、エネルギー回収や鉄等の資源回収を行う。なお、

今後も同様の処理体制とする。 

草木類を堆肥原料等に再生利用する事業者を一般廃棄物再生利用業者とし

て指定し、草木類等の再生利用の推進と、再生利用分は廃棄物処理施設での処

分量の減になっている。 

大規模建築物所有事業者に対する減量等計画書の作成・提出の義務付けや立

入検査を通じて、ごみ減量や資源化を推進している。また、排出事業者に対す

るごみの減量・資源化・適正処理の周知や清掃工場での搬入検査で適正処理の

確認とともに、廃棄物処理施設での処分量の減を目的に清掃工場への資源物の

搬入規制等の施策を検討する。 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

産業廃棄物である下水道汚泥の適正処理を行うため、一般廃棄物とあわせて
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西部清掃工場で処分しており、引き続き継続していく。 

エ 生活排水処理の現状と今後 

下水道事業計画区域及び農業集落排水処理区域における生活排水について

は、従来どおり下水処理場や農業集落排水施設による処理を推進し、さらに下

水道供用開始区域においては、下水道への接続率のさらなる向上を図る。それ

以外の区域においては、合併処理浄化槽により生活排水を処理する。 

合併処理浄化槽の設置については、昭和 63 年度から各旧市町村の個々に補

助金制度を施行し、合併後の平成 19 年度から平成 21 年度にかけては、段階的

に制度を全市統一した。 

また、平成 27年 10 月の制度改正から令和 2年度にかけては、水域を問わず、

高度処理型合併処理浄化槽の設置を条件に補助を行い、特に生活排水が問題と

なっている単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に対して補助金を上

乗せし、積極的な生活排水処理を推進してきた。 

なお、令和 3 年度の制度改正からは、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ

の転換に重点を置き、高度処理型合併処理浄化槽の新設補助を廃止するととも

に、転換に伴い付帯する宅内配管工事費への補助を新たに創設し、転換促進に

努めている。 

し尿・浄化槽汚泥の処理については、5 つのし尿処理施設により処理を行っ

てきたが、平成 20 年度に浜北クリーンセンター、平成 28 年度に細江し尿処理

センター、平成 29 年度に天竜衛生センターの受入を休止し、東部衛生工場と

西部衛生工場の 2 工場体制で処理を行っている。 



 

 

‐1
2

‐ 

表 3 浜松市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

一次処理 二次処理

もえるごみ
焼却
（熱回収）

南部清掃工場
西部清掃工場

もえるごみ
焼却
（熱回収）

天竜清掃工場（R6年4月稼働予
定）

西部清掃工場（更新工場）（R11年
4月稼働予定）

天竜清掃工場
（溶融スラグ等）
資源化
（溶融飛灰等）
埋立

西部清掃工場
（副生成物）
資源化

もえないごみ
連絡ごみ（粗大ごみ）

破砕
選別
圧縮
焼却
埋立

平和破砕処理センター
もえないごみ
連絡ごみ（粗大ご
み）

破砕
選別
圧縮
焼却

（可燃残さ）
焼却
（不燃残さ）
埋立
（鉄等）
資源化

資源物
（びん、プラスチック製容
器包装、特定品目）

破砕
選別
圧縮

平和最終処分場（びん）
平和破砕処理センター（プラスチッ
ク製容器包装）
引佐中間処理施設（特定品目）

資源物
（びん、プラスチック
製容器包装、特定
品目）

破砕
選別
圧縮

資源化

資源物
（びん、かん、ペットボト
ル、プラスチック製容器包
装）

破砕
選別
圧縮

民間委託
（資源化）

資源物
（かん、ペットボト
ル）

破砕
選別
圧縮

民間委託
（資源化）

その他 埋立

平和最終処分場　第二期
浜北環境センター
舞阪吹上第2廃棄物最終処分場
引佐最終処分場　第一期

その他 埋立

平和最終処分場　第二期
浜北環境センター
舞阪吹上第2廃棄物最終処分場
引佐最終処分場　第一期

天竜清掃工場（R6年4月稼働予
定）

現        状  （R4年度）

浜松市

処理施設等
処理
方式

分別区分

浜松市

今        後  （R13年度）

処理施設等処理
方式

分別区分
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（3） 処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

上記(2)の処理体制で処理を行うため、表 4 のとおり必要な処理施設の整備

を行う。 

表 4 整備する処理施設 

事

業 

番

号 

整備施設種

類 

施設名 

事業名 処理能力 
設置予定

地 

事業期間 

（全事業期

間） 

国土 

強靭

化 

プラ要

件化の

経過措

置の適

用事業 

1 

エネルギー

回収型廃棄

物処理施設 

浜松市天竜

清掃工場 

浜 松 市 新 清 掃

工 場 及 び 新 破

砕 処 理 セ ン タ

ー 施 設 整 備 運

営事業 

（ 南 部 清 掃 工

場解体事業） 

399t/日 

（ 450t/

日） 

浜松市天

竜区青谷

地内
（市

有地） 

R8～R10 

（H31～

R10） 

－ ○ 

2 

エネルギー

回収型廃棄

物処理施設 

西部清掃工

場 

浜 松 市 西 部 清

掃 工 場 更 新 事

業 

（ 西 部 清 掃 工

場 解 体 事 業 含

む） 

417t/日 

（494.7t/

日） 

浜松市西

区篠原町

26098 番

地の 1

（市有

地） 

R6～R13 

（R6～R14） 
－ ○ 

 

(整備理由) 

事業番号 1 既存施設の老朽化、エネルギー回収推進 

事業番号 2 既存施設の老朽化、エネルギー回収推進 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表 5 のとおり行う。 

表 5 合併処理浄化槽の整備計画 

事  業  名 

直近の整備済

基数（基） 

（令和 4 年度） 

整備計画基数 

（基） 

整備計画人口 

（人） 

事業 

期間 

国土 

強靭化 

浄化槽設置整備事業 20,989 3,500 13,400 R6～R12 － 
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（4） 施設整備に関する計画支援事業 

(3)の施設整備に先立ち、表 6 のとおり計画支援事業を行う。 

表 6 実施する計画支援事業 

事

業 

番

号 

事  業  名 事 業 内 容 事業期間 

プラ要

件化の

経過措

置の適

用事業 

31 

浜松市新清掃工場及び新破砕処理センタ

ー施設整備運営事業（南部清掃工場解体

事業） 

（事業番号 1）に係る解体工事設計 

解体工事設計（ダ

イ オ キ シ ン 類 調

査、アスベスト調

査等を含む） 

R7 ○ 

32 

浜松市西部清掃工場更新事業 

（事業番号 2）に係る PFI アドバイザリー

業務 

事 業 者 選 定 に 係

る PFI アドバイザ

リー 

R6 ○ 

浜松市西部清掃工場更新事業（西部清掃

工場解体事業） 

（事業番号 2）に係るダイオキシン類調査 

ダ イ オ キ シ ン 類

調査 
R11 ○ 

浜松市西部清掃工場更新事業（西部清掃

工場解体事業） 

（事業番号 2）に係る解体工事設計 

解体工事設計 R11～R12 ○ 
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（5） その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア ごみ減量等に関する情報の公開と共有化 

ごみ処理に関する状況を広報紙やホームページ等に掲載し、ごみ減量の成果

や問題点等の情報を市民と共有することによって、ごみ処理に関する意識向上

を図る。 

イ 再生利用品の需要拡大 

本市は自らの事業等において、資源の循環を推進するため、グリーン購入や

再生品活用を優先する。 

ウ 不法投棄対策 

不法投棄を防止するため、市民、県、警察等との連携を図り、不法投棄の監

視体制を強化するとともに未然防止に取り組む。 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

浜松市災害廃棄物処理計画を踏まえ、災害廃棄物の処理体制の確保を図るた

め、市内及び広域での連携体制を構築する。また、災害廃棄物の仮置場として

は、廃棄物処理施設、公園、グラウンド等の公有地を候補地とする。さらに、

災害時のごみの出し方については広報紙、説明会等を通じて市民への周知を図

る。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

（1） 計画のフォローアップ 

本市は毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、結果に

対する意見交換を関係者間で行いながら、PDCA サイクルを実行し、計画の進捗

状況を監視し、計画の見直しを行う。 

（2） 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させる

ものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見

直すものとする。 
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添付資料 1 

対象地域図 

 

 

 

 

静岡県 

浜松市 

浜松市 
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添付資料 2 

指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 

 

2-1：人口の推移 

 

 

2-2：事業所数の推移 
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2-3：事業系・生活系総排出量の推移 

 

 

2-4：1 事業所あたり・1 人あたりの排出量の推移 
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2-5：総資源化量の推移 
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2-7：最終処分量の推移 

 

 

2-8：生活排水処理の推移 
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・西部清掃工場（更新工場）
  令和 11 年 4 月更新予定

・浜北環境センター 

・引佐最終処分場 

・平和最終処分場 

・西部衛生工場 

・舞阪吹上第 2 廃棄物最終処分場

・東部衛生工場 

・浜北環境センター 

・南部清掃工場 
令和 6 年 3 月休止予定 

・引佐最終処分場 

・平和最終処分場 
・平和破砕処理センター 
  令和 6 年 3 月休止予定

・西部衛生工場 

・舞阪吹上第 2 廃棄物最終処分場

ＪＲ 
浜松駅  

・東部衛生工場 

 
凡例 

 
●：清掃施設 
▲：し尿処理施設 

■：最終処分施設  
 

・西部清掃工場 

・天竜清掃工場 

ＪＲ 
浜松駅  

 
凡例 

 
●：清掃施設 
▲：し尿処理施設 

■：最終処分施設  
 

・天竜衛生センター 
  平成 30 年 7 月休止 

・天竜清掃工場 
  令和 6 年 4 月稼働予定 

添付資料 3 

施設の現況と予定 

 

 

 

 

現況の施設 将来の施設 
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添付資料 4 

合併処理浄化槽整備区域図 

※ 灰色の色塗り部分が浄化槽区域 
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添付資料 5 

地域内施設周辺のハザードマップ
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西
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）
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津波ハザードマップ（西部） 

津波ハザードマップ（南部） 
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様式 1 

 

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 1 

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

※交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに〇を付ける。

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

令和5年度

69,200 (R4比 94.9%)

2.02 (R4比 94.8%)

145,206 (R4比 94.9%)

194 (R4比 100.5%)

214,406

8,900 （3.6%） 7,642 （3.2%） 7,379 （3.1%） 6,600 （2.9%） 6,401 （2.8%） 6,520 （3.0%）

48,655 （19.8%） 47,436 （19.6%） 44,005 （18.8%） 42,564 （18.5%） 42,219 （18.7%） 43,003 （20.1%）

エネルギー回収量 109,859

最終処分量 12,812 （5.2%） 13,226 （5.5%） 13,168 （5.6%） 12,958 （5.6%） 12,701 （5.6%） 11,379 （5.3%）

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

目　標

集計中

令和13年度

一般廃棄物処理基本計画の最終目標年は令和10年度であるため、資源化率等の目標値を据え置きし、令和13年度の目標値を設定している。

72,629

2.12

157,472

198

230,101

埋立最終処分量（トン）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

排出量

事業系　総排出量（トン）

234,555

197

2.45

159,124

198

2.08

160,521

200

2.37　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

793,6115人 （３）地域面積

浜松市

再生利用量
総資源化量（トン）

過去の状況・現状（排出量に対する割合）
指標・単位

令和4年度

84,283

平成30年度

242,551

令和元年度

直接資源化量（トン）

72,924

225,942

158,268

74,035

令和2年度

2.13

年間の発電電力量（MWH） 69,019

1,558.06k㎡

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

組合設立予定なし

浜松市地域

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場

合、当該組合の状況

153,018

193

66,43770,120 67,245 65,943

246,184

87,060

令和3年度
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（1）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位）
廃止又は休止
（予定）年月

解体（予定）年月 備考

ごみ焼却施設 南部清掃工場 浜松市
ストーカ式焼却炉
（布団破砕設備含む）

450トン/日 R6.4廃止予定 R9.3解体予定

西部清掃工場 浜松市 キルン式ガス化溶融炉 494.7トン/日 R11.4廃止予定 R13.4解体予定

リサイクルセン
ター

平和破砕処理セ
ンター

浜松市 破砕・選別・圧縮 45トン/日 R6.4休止予定

引佐中間処理施
設

浜松市 破砕
スプレー缶、ライ
ター、蛍光管

R6.4休止予定

最終処分場
平和最終処分場
（第2期）

浜松市
サンドイッチ方式
（セル方式併用） 567,700m

3

浜北環境セン

ター
浜松市 セル方式 60,273m

3

舞阪吹上第2廃
棄物最終処分場

浜松市 サンドイッチ方式 39,500m
3

引佐最終処分場
（第1期）

浜松市 セル＆サンドイッチ方式 77,300m
3

し尿処理施設 東部衛生工場 浜松市
1･2次処理：標準脱窒素処理
高度処理（3次)：凝縮沈殿処理+
ろ過処理+活性炭吸着

200ｋL/日

西部衛生工場 浜松市
し渣除去後希釈し、公共下水道へ
放流

400kL/日

浜松市防災マップ・津波浸水マップにおいて、
0.5m以上1.0m未満の浸水が想定されるが、管理
棟及び処理棟を1m程度嵩上げしているため、対
策を行っていない。

対象地域は浜松市防災マップにおいて浸水想定
区域外である。

想定される浸水深と対策

浜松市防災マップ・津波浸水マップにおいて、
3.0m以上5.0m未満の浸水が想定されるが、対策
を行っていない。天竜清掃工場への整備に伴い
廃止予定である。

浜松市防災マップ・津波浸水マップにおいて、
3.0m以上5.0m未満の浸水が想定されるが、国土
強靭化計画に記載のように未対応である。更新工
場においては対策を実施する。

対象地域は浜松市防災マップにおいて浸水想定
区域外である。

対象地域は浜松市防災マップにおいて浸水想定
区域外である。

対象地域は浜松市防災マップにおいて浸水想定
区域外である。

対象地域は浜松市防災マップにおいて浸水想定
区域外である。

浜松市防災マップ・津波浸水マップにおいて、
3.0m以上5.0m未満の浸水が想定されるが、対策
を行っていない。

対象地域は浜松市防災マップにおいて浸水想定
区域外である。
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（2）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位）
更新（改良）新設
理由

廃焼却施設解体
の有無
（解体施設の名

称）

廃焼却施設解体
事業
着手（予定）年月

完了（予定）年月

想定される浸水
深と対策

プラスチック
再商品化を

実施するた
めの施設整
備事業

備考

ごみ焼却施設
天竜清掃工場
（溶融セクター）

浜松市 シャフト炉式 399トン/日

既存施設の老朽

化、エネルギー回
収推進

有
（南部清掃工場）

R9.3～R11.3

対象地域は浜松
市防災マップに
おいて浸水想定

区域外である。

-

西部清掃工場 浜松市 未定 417トン/日
既存施設の老朽
化、エネルギー回
収推進

有

（西部清掃工場）
R13.4～R15.3

浜松市防災マッ
プ・津波浸水マッ

プにおいて、3.0m
以上5.0m未満の
浸水が想定され

るため、かさ上げ
等により、浸水時
も処理の継続が

可能な施設とす
る。

-

リサイクルセン

ター

天竜清掃工場

（破砕セクター）
浜松市 破砕・選別・圧縮 64トン/日

既存施設の老朽
化、再生利用の
推進

対象地域は浜松
市防災マップに

おいて浸水想定
区域外である。

-
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４  生活排水処理の現状と目標

（単位：人）

目標

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和13年度

802,728 800,870 797,938 793,606 790,580 集計中 744,779

623,428 624,943 625,410 624,345 623,462 609,200

77.7% 78.0% 78.4% 78.7% 78.9% 81.8%

2,558 1,796 1,760 1,702 1,680 1,540

0.3% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

68,446 71,011 72,628 74,000 75,648 104,300

8.5% 8.9% 9.1% 9.3% 9.6% 14.0%

108,296 103,120 98,140 93,559 89,790 集計中 29,739

５  浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

 開始年度 処理人口（人） 目標年度

S63 13,400 R133,500浄化槽設置整備事業 浜松市 20,989 75,648

※計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付した。

備考
基　　数(基) 処理人口(人) 基　　数(基)

施　設　種　別 事業主体
現 有 施 設 の 内 容 整備予定基数の内容

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

 汚水衛生未処理人口

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

 汚水衛生処理人口
集落排水施設等

※参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

年　度

 

過去の状況・現状

指　標・単　位

総人口

集計中

集計中

集計中

未処理人口

 汚水衛生処理人口
合併処理浄化槽等

公共下水道
 汚水衛生処理人口

 汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率
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様式 2 

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 2 

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

48,945,220 0 42,130 6,290,004 12,427,783 30,185,303 0 0 35,838,040 0 32,130 3,877,714 9,897,683 22,030,513 0 0

浜松市新清掃工場及び新破砕処
理センター施設整備運営事業

（南部清掃工場解体事業）

1 浜松市 399 t/日 R8 R10 － 2,769,640 923,214 923,213 923,213 2,769,640 923,214 923,213 923,213
全体事
業：H31

～R10

浜松市西部清掃工場更新事業

（西部清掃工場解体事業含む）
2 浜松市 417 t/日 R7 R12 ○ 46,175,580 42,130 5,366,790 11,504,570 29,262,090 33,068,400 32,130 2,954,500 8,974,470 21,107,300

全体事

業：R6～
R14

2,345,252 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 2,345,252 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036

浄化槽設置整備事業 4 浜松市 3,500 基 R6 R12 － 2,345,252 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 2,345,252 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036 335,036

66,001 12,100 19,316 0 0 0 23,579 11,006 65,396 12,100 18,711 0 0 0 23,579 11,006

浜松市新清掃工場及び新破砕処

理センター施設整備運営事業に
係る計画支援事業

1 浜松市 R7 R8 － 19,316 19,316 18,711 18,711

浜松市西部清掃工場更新事業に

係る計画支援事業
2 浜松市 R6 R12 － 46,685 12,100 23,579 11,006 46,685 12,100 23,579 11,006

51,356,473 347,136 396,482 6,625,040 12,762,819 30,520,339 358,615 346,042 38,248,688 347,136 385,877 4,212,750 10,232,719 22,365,549 358,615 346,042

○エネルギー回収等に関する事業

○浄化槽に関する事業

○施設整備に関する計画支援に関す
る事業

合計

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別
事業
番号

事業主
体名称

規　　模
事業期間

交付期間

国土

強靭

化地

域計

画

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備考
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【参考資料様式 2】 

 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名　静岡県

（1）事業主体名 浜松市

（2）施設名称 浜松市新清掃工場及び新破砕処理センター施設整備運営事業

（3）工期
令和7年度～令和10年度
（全体：平成31年度～令和10年度）

（4）施設規模 処理能力399t/日（199.5t/日×2炉）

（5）形式及び処理方式 シャフト炉式（全連続）

１．発電の有無　　　有　・　無

（発電効率20.5％以上）

２．エネルギー回収の有無　　有　・　無

（エネルギー回収率　20.5％以上）

（7）地域計画内の役割 エネルギー回収推進

（8）廃焼却施設解体

　　　工事の有無
　有　　　　　無

（9）総事業計画額
2,769,640千円（全体：36,226,482千円）

うち、交付対象事業費　2,769,640千円（全体：29,709,817千円）

（6）余熱利用の計画
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【参考資料様式 2】 

 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名　静岡県

（1）事業主体名 浜松市

（2）施設名称 浜松市西部清掃工場更新事業

（3）工期 ※1
令和6年度～令和13年度
（全体：令和7年度～令和14年度）

（4）施設規模 処理能力417t/日（139t/日×3炉）

（5）形式及び処理方式 未定（全連続）

１．発電の有無　　　有　・　無

（発電効率22.0％以上）

２．エネルギー回収の有無　　有　・　無

（エネルギー回収率　22.0％以上）

（7）地域計画内の役割 エネルギー回収推進

（8）廃焼却施設解体

　　　工事の有無
　有　　　　　無

（9）総事業計画額
46,175,580千円（全体：48,647,354千円）

うち、交付対象事業費　33,068,400千円（全体：35,540,174千円）

（6）余熱利用の計画
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【参考資料様式6】 

 

施設概要（浄化槽系）  
 

都道府県名 静岡県   
  
 (1) 事業主体名  浜松市  

 (2) 事業名称  浄化槽設置整備事業 

 (3) 事業の実施目
的及び内容  

生活環境を保全するために合併処理浄化槽の普及を図るものである
（個人設置型）。  

 (4）事業期間  令和6年度 ～ 令和12年度  

 (5) 事業対象地域
の要件  

 

人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

 

浄化槽設置整備事業実施要綱 第3（1）アのうち、下記の地域 
（イ）水質汚濁防止法第14条の8第1項に規定する生活排水対策重点地域 
（ウ）水道水源の地域 
（エ）水質汚濁の著しい閉鎖性水域の流域 
（オ）水質汚濁の著しい都市内中小河川の流域 
（カ）自然公園法第2条第1項に規定する自然公園等すぐれた自然環境を

有する地域 
（キ）その他人口増加の著しい等上記と同等以上に雑排水対策を推進す

る必要があると認められる地域 
第3（1）イのうち、下記の地域 
（イ）水質汚濁防止法第14条の8第1項に規定する生活排水対策重点地
域 
第3（5）アのうち、下記の地域 
（ア）「窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る湖沼」に

より指定された湖沼に生活排水が排出される地域 
（イ）「窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る海域」に

より指定された海域に生活排水が排出される地域 
 

 (6) 事業計画額   交付対象事業費  2,345,252 千円 
 うち  
 ・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費  

2,345,252 千円 
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○事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
【浄化槽設置整備事業の場合】 
  

区分 
交付対基数 

（13,400人分） 

基準額合計 

（千円） 

総事業費 

（千円） 

交付対象 

事業費 

（千円） 

 5人槽 2,058 基（  7,879人分） 683,256 683,256 683,256 

 6～ 7人槽 1,330 基（  5,092人分） 550,620 550,620 550,620 

 8～10人槽 84 基（    321人分） 46,032 46,032 46,032 

11～20人槽 14 基（     54人分） 7,672 7,672 7,672 

21～30人槽 14 基（     54人分） 7,672 7,672 7,672 

31～50人槽  基（       人分）    

51人槽以上  基（       人分）    

宅内配管費 3,500 基        1,050,000 1,050,000 1,050,000 

撤去費     

雨水貯留槽等 
再利用 

    

改築費 
（災害） 

    

改築費 
（長寿命化） 

    

浄化槽整備 
効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適
正化推進費 

   

合 計 
3,500 基（ 13,400人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く 

2,345,252 2,345,252 2,345,252 
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【参考資料様式 8】 

 

計画支援概要 

(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称

(4) 事業期間

(5) 事業概要

(6) 総事業計画額

(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称
浜松市西部清掃工場更
新事業に係るPFIアド
バイザリー業務

浜松市西部清掃工場更
新事業に係るダイオキ
シン類調査

浜松市西部清掃工場更
新事業に係る解体工事
設計

(4) 事業期間
令和6年度
（全体：令和4年度～
令和6年度）

令和11年度
令和11年度～令和12年
度

(5) 事業概要
事業者選定に係るPFI
アドバイザリー

ダイオキシン類調査 解体工事設計

(6) 総事業計画額

12,100千円
（全体：35,530千円）
うち、交付対象事業費

12,100千円
（全体：35,300千円）

12,573千円
うち、交付対象事業費

12,573千円

22,012千円
うち、交付対象事業費

22,012千円

都道府県名　　　静岡県　　　　　

浜松市

エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリサイクル推進施設
整備（浜松市新清掃工場及び新破砕処理センター整備）のため

浜松市

エネルギー回収型廃棄物処理施設（浜松市西部清掃工場）更新のた
め

浜松市新清掃工場及び新破砕処理センター施設整備運営事業に係る
解体工事設計

令和7年度

解体工事設計、ダイオキシン類調査、アスベスト調査等

19,316千円
うち、交付対象事業費

18,711千円
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発行：浜松市環境部廃棄物処理課 

令和 5 年 11 月 

令和 6 年 11 月変更 

〒432-8023 浜松市中区鴨江三丁目 1-10 

TEL：053-453-6196 

FAX：050-3385-8314 


